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図表 １-１ 夕張市の債務総額（2005年決算ベース） 
会計の種類 金額（億円） 
夕張市 普通会計 普通会計 一般会計 270.8 







































































































図表 １-３ 財務諸表レベルの固有リスク評価要因の分類 

















































































図表 １-４ 地方公共団体を取り巻くリスク 
 














人事管理 硬直的な人事管理【1項目】 × 〇 
IT管理 システムダウン、コンピュータウィルス感染、ブラックボックス化、
























過大計上 過大計上 〇  
架空計上 架空計上 〇 〇 
過小計上 過小計上 〇 〇 








計算誤り【5項目】 〇  








































の不審者の侵入【4項目】 ×  






















































図表 １-５ 米国におけるリスク・アプローチ監査の史的変遷 










































 (c)取引および残高の個別項目テスト（test of details） 





















 (b) 分析的検討手続(analytical review procedure) 




































































































































































出所） Arens, A. A., Elder, R. J. and Beasley, M. S., Auditing and Assurance  S
ervices: An Integrated Approach , Prentice Hall, 2010, p. 268. 
 













１ 高 低 低 高 低 
２ 低 低 低 中 中 
３ 低 高 高 低 高 
４ 中 中 中 中 中 
５ 高 低 中 中 中 
 出所）Arens, A. A., Elder, R. J. and Beasley, M. S., Auditing and Assurance  Services: An In
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図表 ２-２ 監査委員の月額報酬（平成 21年） 
 都道府県 政令市 
最高額 最低額 最高額 最低額 
常勤 識見 907,000 東京 451,000 群馬 825,000 横浜 580,000 川崎 
非常勤 
議選 241,000 東京 82,500 兵庫 110,000 大阪 47,000 新潟 















図表 ２-３ 監査事務局の職員数（平成 21年） 
（単位：人） 
都道府県 政令市 
最多 最少 最多 最小 
90 東京都 13 愛媛、香川、島
根、福井 






































図表 ２-４ 県における監査の種類 
 
監査の種類 法令 監査の範囲 監査の種別 例年実施 






2 行政監査 199条２項 県の事務の執行に関する監査 ● 












5 知事要求監査 199条６項 県の事務の執行に関する監査 
 
6 議会要求監査 98条２項 県の事務に関する監査 
 
7 直接請求監査 75条 県の事務の執行に関する監査 
 










































































16 基金審査 241条５項 特定目的のための定額資金運用基金の運用状況の審査 ● 
 出所）筆者作成。 

































































































































































































































































































 6) 石原俊彦「自治体経営と監査制度の抜本改革（特集 自治体の経営改革）」『都道府
県展望』第620号、2010年５月、６頁。 























































































図表 ３-１ 監査の主題と監査の枠組み 
監査の主題 言明 非言明 




































情報監査 ① ③ 


































































図表 ３-３ 県における監査の種類 
 監査の種類 法令 監査の範囲 主題 





2 行政監査 199条２項 県の事務の執行に関する監査 非言明 















5 知事要求監査 199条６項 県の事務の執行に関する監査 非言明 
6 議会要求監査 98条２項 県の事務に関する監査 非言明 
7 直接請求監査 75条 県の事務の執行に関する監査 非言明 
8 例月出納検査 235条の２第１項 県の収支に係る現金の出納の検査 非言明 



















































  出所）筆者作成。 



























図表 ３-４ 言明・非言明の監査と各監査概念の整理 
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 6) 鳥羽至英『監査基準の基礎［第２版］』中央経済社、1992年９月、113頁。 
 7) 『同上書』114頁。 
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情報量※２  偏差値 順位 
北海道 縦 76 56.7  6 77 0 円単位 ★ 
青森県 縦 51 47.2  32 77 0 円単位 ★★ 
岩手県 縦 28 38.4  42 22 0 円単位 ★ 
宮城県 横 42 43.7  35 24 0 円単位 ★★ 
秋田県 縦 68 53.7  12 117 7 円単位 ★★ 
山形県 縦 52 47.5  30 71 0 千円単位 ★★ 
福島県 横 60 50.6  21 73 0 円単位 ★★ 
茨城県 縦 61 51.0  20 97 5 千円単位 ★★ 
栃木県 縦 56 49.1  25 95 0 円単位 ★★ 
群馬県 縦 53 47.9  28 133 0 円単位 ★★ 
埼玉県 縦 22 36.1  46 16 4 円単位 ★★★ 
千葉県 縦 42 43.7  35 109 0 円単位 ★★ 
東京都 縦 148 84.3  1 265 0 千円単位 ★★ 
神奈川県 縦 67 53.3  13 79 5 円単位 ★★★ 
新潟県 縦 27 38.0  43 30 0 円単位 ★★ 









情報量※２  偏差値 順位 
石川県 縦 13 32.6  47 2 0 円単位 ★ 
福井県 縦 71 54.8  9 88 7 円単位 ★★ 
山梨県 縦 69 54.1  10 84 16 円単位 ★★ 
長野県 縦 101 66.3  4 185 6 円単位 ★★★ 
岐阜県 横 92 62.9  5 131 10 円単位 ★ 
静岡県 縦 65 52.5  16 96 13 円単位 ★★★ 
愛知県 縦 112 70.5  3 163 0 円単位 ★ 
三重県 縦 124 75.1  2 228 6 円単位 ★★★ 
滋賀県 縦 53 47.9  28 61 9 円単位 ★★ 
京都府 縦 49 46.4  33 67 0 円単位 ★★ 
大阪府 縦 67 53.3  13 52 4 百万円 ★★★ 
兵庫県 縦 75 56.4  7 89 16 円単位 ★★ 
奈良県 縦 43 44.1  34 68 11 円単位 ★★ 
和歌山県 縦 62 51.4  19 119 6 円単位 ★★ 
鳥取県 縦 32 39.9  32 17 1 円単位 ★ 
島根県 縦 31 39.5  41 12 12 円単位 ★ 
岡山県 縦 63 51.8  18 80 9 円単位 ★★ 
広島県 縦 36 41.4  38 33 12 円単位 ★★★ 
山口県 縦 32 39.9  39 36 7 円単位 ★★ 
徳島県 縦 69 54.1  10 149 0 円単位 ★ 
香川県 縦 73 55.6  8 106 19 円単位 ★★★ 
愛媛県 横 59 50.2  23 68 0 円単位 ★ 
高知県 縦 26 37.6  44 15 6 円単位 ★★ 
福岡県 横 55 48.7  26 36 0 円単位 ★★ 
佐賀県 縦 60 50.6  21 96 10 円単位 ★★★ 
長崎県 縦 24 36.8  45 18 8 円単位 ★★ 
熊本県 縦 39 42.6  37 73 0 円単位 ★ 
大分県 縦 67 53.3  13 115 37 円単位 ★★★ 
宮崎県 縦 52 47.5  30 72 0 円単位 ★ 
鹿児島県 縦 58 49.8  24 81 0 円単位 ★★ 
沖縄県 縦 65 52.5  16 103 0 円単位 ★★ 
合計  2745   3899 246   
平均  58.40   82.96  5.23    
 出所）筆者作成。 
 ※１ ページ数は、別表、参考資料、白紙の頁を除外している。 




























































図表 ４-３ 図表を多用した決算審査意見書の例（奈良県） 



























北海道 3 × △ × × 
青森県 4 × ○ × ○ 
岩手県 4 × △ ○ ○ 
宮城県 4 × ○ ○ ○ 
秋田県 4 × ○ × ○ 
山形県 4 ○ ○ × ○ 
福島県 4 ○ △ × ○ 
茨城県 4 × ○ × ○ 
栃木県 4 × ○ × ○ 
群馬県 4 × ○ × ○ 
埼玉県 4 × × × ○ 
千葉県 4 ○ ○ × ○ 
東京都 4 × ○ × ○ 
神奈川県 4 ○ ○ × ○ 
新潟県 4＋歳入 × ○ × ○ 
富山県 4 ○ ○ × ○ 
石川県 4 ○ ○ × ○ 
福井県 4 × ○ × ○ 












長野県 4 × △ × ○ 
岐阜県 3 × ○ × ○ 
静岡県 4＋健全財政 × ○ × ○ 
愛知県 4 × △ × ○ 
三重県 4 × ○ × ○ 
滋賀県 4 ○ ○ × ○ 
京都府 4＋歳入 × △ × ○ 
大阪府 なし × ◎ × ○ 
兵庫県 4 × ○ × ○ 
奈良県 4 ○ ○ × ○ 
和歌山県 4 × ○ × ○ 
鳥取県 4 × ○ × ○ 
島根県 4 × △ × ○ 
岡山県 4 × △ × ○ 
広島県 4 × ○ × ○ 
山口県 4 × × × ○ 
徳島県 4 × ○ × ○ 
香川県 4 ○ ○ × ○ 
愛媛県 4 ○ ○ × ○ 
高知県 4 × ○ × ○ 
福岡県 4 × ○ × ○ 
佐賀県 4＋歳入 × ◎ × ○ 
長崎県 4＋事務効率 × ◎ × ○ 
熊本県 4 ○ ◎ × ○ 
大分県 4 × ◎ × ○ 
宮崎県 4 × ◎ × ○ 
鹿児島県 4 × ◎ × ○ 



















図表 ４-５ 歳入・歳出の表示 













北海道 款 税目別 ○ 款 ○ × ○ ○ ○ 
青森県 款 一括 ○ 款 ○ ○ ○ ○ ○ 
岩手県 一括 一括 × 一括 ○ ○ ○ ○ × 
宮城県 一括 一括 × 一括 ○ ○ ○ ○ × 
秋田県 款 税目別 ○ 款項 ○ ○ ○ ○ ○ 
山形県 款 税目別 ○ 款 ○ ○ ○ ○ ○ 
福島県 款 税目別 ○ 款 ○ ○ ○ ○ ○ 
茨城県 款 一括 ○ 款 ○ ○ ○ ○ ○ 
栃木県 款項 税目別 ○ 款項 ○ ○ ○ ○ ○ 
群馬県 款 税目別 ○ 款 ○ ○ ○ ○ ○ 
埼玉県 款 一括 × 款 ○ ○ ○ ○ × 
千葉県 目 税目別 ○ 款 ○ ○ ○ ○ ○ 
東京都 款 一括 ○ 款 ○ ○ ○ ○ ○ 
神奈川県 款 税目別 ○ 款項 ○ ○ ○ ○ ○ 
新潟県 一括 一括 × 一括 ○ ○ ○ ○ ○ 
富山県 款 税目別 × 款 ○ ○ ○ ○ × 
石川県 一括 一括 × 一括 × × × × × 
福井県 款 税目別 ○ 款 ○ ○ ○ ○ ○ 
山梨県 款 税目別 ○ 款 ○ ○ ○ ○ ○ 
長野県 款項 税目別 ○ 款項 ○ ○ ○ ○ ○ 
岐阜県 款項 税目別 ○ 款項 ○ ○ ○ ○ ○ 
静岡県 款 税目別 ○ 款項 ○ ○ ○ ○ × 
愛知県 款項目 税目別 ○ 款項目 ○ ○ ○ ○ ○ 
三重県 款項目 税目別 ○ 款項目 ○ ○ ○ ○ ○ 
滋賀県 款 税目別 ○ 款 ○ ○ ○ ○ ○ 
京都府 款 税目別 × 款 ○ ○ ○ ○ × 
大阪府 一括 税目別 × 一括 ○ ○ ○ ○ × 
兵庫県 款 税目別 ○ 款 ○ ○ ○ ○ × 
奈良県 款 一括 × 款 ○ ○ ○ ○ ○ 
和歌山県 款 税目別 ○ 款 ○ ○ ○ ○ ○ 
鳥取県 一括 税目別 × 一括 × × × × × 
島根県 一括 一括 × 一括 × × × × × 
岡山県 款 一括 ○ 款 ○ ○ ○ ○ ○ 
広島県 一括 一括 × 一括 ○ ○ ○ ○ × 
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山口県 一括 一括 × 一括 ○ ○ ○ ○ × 
徳島県 款項目 税目別 ○ 款項目 ○ ○ ○ ○ ○ 
香川県 款項 税目別 ○ 款項 ○ ○ ○ ○ ○ 
愛媛県 款 税目別 ○ 款 ○ ○ ○ ○ ○ 
高知県 一括 なし × 一括 ○ ○ ○ ○ × 
福岡県 一括 税目別 × 一括 ○ ○ ○ ○ × 
佐賀県 款 税目別 ○ 款 ○ ○ ○ ○ ○ 
長崎県 一括 税目別 × 一括 ○ ○ ○ ○ × 
熊本県 款項 税目別 ○ 款項 ○ ○ ○ ○ ○ 
大分県 款 税目別 ○ 款 ○ ○ ○ － ○ 
宮崎県 款 一括 ○ 款 ○ ○ ○ ○ ○ 
鹿児島県 款 一括 ○ 款 ○ ○ ○ ○ ○ 





















記載内容※４ 物品※5 債権※6 
北海道 × 個別 × 全体＋増減 － 個別 
青森県 × 個別 × 全体＋増減 100万円 一括 
岩手県 × 一括 × 全体＋増減 種別 一括 
宮城県 × 一括 × 全体＋増減 － 一括 
秋田県 × 個別 × 全体＋増減 300万円 一括 
山形県 × 個別 × 全体＋増減 － － 
福島県 × 個別 ○ 全体＋増減 種別 個別 
茨城県 × 個別 × 全体＋増減 種別 一括 
栃木県 × 個別 × 全体＋増減 種別 － 











記載内容※４ 物品※5 債権※6 
埼玉県 × 一括 × － － － 
千葉県 × 個別 ○ 個別＋増減 種別 一括 
東京都 ○ 個別 ○ 個別＋増減 種別 個別 
神奈川県 × 個別 ○ 個別＋増減 100万円 一括 
新潟県 × 一括 × 個別＋増減 200万円 一括 
富山県 × 個別 × 全体＋増減 100万円 一括 
石川県 × 一括 × － なし － 
福井県 × 個別 × 個別＋増減 種別 個別 
山梨県 × 個別 × 個別＋増減 種別 一括 
長野県 × 個別 ○ 個別＋増減 200万円 個別 
岐阜県 × 個別 ○ 個別＋増減 種別 一括 
静岡県 × 個別 × 全体＋増減 100万円 一括 
愛知県 × 個別 × 全体＋増減 100万円 一括 




滋賀県 × 個別 × 全体＋増減 種別 一括 
京都府 × 個別 × 個別＋増減 100万円 一括 
大阪府 × 個別 × 個別＋増減 － 一括 
兵庫県 × 個別 × 個別＋増減 200万円 個別 
奈良県 × 個別 × 全体＋増減 － 一括 
和歌山県 × 個別 ○ 個別＋増減 種別 一括 
鳥取県 × 個別 × 個別＋増減 100万円 一括 
島根県 × 個別 × 個別＋増減 200万円 一括 
岡山県 × 個別 × 個別＋増減 種別 一括 
広島県 × 一括 × 個別＋増減 300万 個別 
山口県 × 一括 × 全体＋増減 種別 一括 
徳島県 × 個別 × 個別 種別 一括 
香川県 × 個別 ○ 個別＋増減 種別 個別 




高知県 × 一括 × 全体＋増減 種別 一括 
福岡県 × 一括 × 個別＋増減 － 一括 
佐賀県 × 個別 ○ 個別＋増減 100万円 一括 
長崎県 × 一括 × － － － 
熊本県 ○ 個別 × 個別＋増減 種別 個別 
大分県 ○ 個別 ○ 個別＋増減 種別 一括 
宮崎県 ○ 個別 × 個別＋増減 100万円 個別 
鹿児島県 × 個別 × 個別＋増減 種別 個別 




































北海道 × × × ○ ○ × × × × ○ 
青森県 × × 経・公・力 ○ ○ × × × ○ ○ 
岩手県 × × 経・公 ○ ○ ○ × × ○ ○ 
宮城県 × × × ○ ○ × × × ○ ○ 
秋田県 ○ ○ 経・公 ○ ○ × × × ○ ○ 
山形県 ○ ○ 経・公・実公 ○ ○ × × × ○ ○ 
福島県 ○ ○ × ○ ○ × × × ○ ○ 
茨城県 ○ × 経・公・力 ○ ○ × × × ○ ○ 
栃木県 ○ × 
経・公・実公・
力 
○ ○ × × × ○ ○ 
群馬県 × × 
経・自・公・実
公・起 
○ ○ × ○ × ○ ○ 
埼玉県 ○ × 
経・自・実公・
起・人 
○ ○ × ◎ × ◎ ○ 
千葉県 × × 経 ○ ○ × ○ × ○ ○ 
東京都 ○ × × ○ ○ × × × × ○ 
神奈川県 ○ ○ 経・実公・力 ○ ○ ○ ○ × ○ ○ 
新潟県 ○ ○ 経・実公 ○ ○ ○ × × ○ ○ 
富山県 × × × ○ ○ × ○ × ○ ○ 
石川県 × × × ○ × × × ○ ○ × 
福井県 ○ ○ 
経・実公・力・
将 
○ ○ × ○ × ○ ○ 
山梨県 ○ ○ 
経・公・実公・
起・力 
○ ○ × × × ○ ○ 
長野県 ○ ○ × ○ ○ × × ◎ ◎ ○ 
岐阜県 ○ × 経・実公・将 ○ ○ × × × ◎ ○ 
静岡県 ○ ○ 
経・自・公・実
公・将 
○ ○ × ○ ○ ○ ○ 
愛知県 × × × ○ ○ × × × × ○ 
三重県 ○ ○ × ○ ○ ○ × × ◎ ○ 
滋賀県 ○ ○ 経・公・力 ○ ○ × × × ○ ○ 
京都府 ○ ○ 経・公・力 ○ ○ × × × ○ ○ 
大阪府 ○ ○ × ○ ○ × ◎ ○ × ○ 
兵庫県 ○ ○ 経・実公・将 ○ ○ × × × ○ ○ 
奈良県 ○ ○ 経・力 ○ ○ × × × △ ○ 





















鳥取県 ○ ○ 経・公・実公 ○ △ × ○ × ○ ○ 
島根県 ○ ○ 
経・公・実公・
起 
○ △ × ○ × ○ ○ 
岡山県 ○ ○ 
経・自・公・実
公・力 
○ ○ × × ○ ○ ○ 
広島県 ○ ○ 
経・公・力・実
収 
○ ○ × ○ × ○ ○ 
山口県 ○ ○ 経・実公・力 ○ △ × ○ ○ ○ ○ 
徳島県 ○ ○ × ○ ○ × × × × ○ 
香川県 ○ ○ 経・実公 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
愛媛県 × × × ○ ○ × ○ × × ○ 
高知県 ○ ○ 経・力・起 ○ ○ × ○ × ○ ○ 
福岡県 ○ ○ × ○ ○ × ○ × ○ ○ 
佐賀県 ○ × 
経・公・実公・
力・実収 
○ ○ × ○ × ○ ○ 
長崎県 ○ ○ × ○ ○ × ○ × ○ × 
熊本県 ○ × × ○ ○ × ○ × × ○ 
大分県 ○ × 
経・公・実公・
力・起 
○ ○ × × × ○ ○ 
宮崎県 ○ ○ × ○ ○ × ○ × ○ ○ 
鹿児島県 ○ ○ 
経・自・実公・
力・将 
○ ○ × ○ × ○ ○ 
沖縄県 ○ ○ 
実・経・公・実
公・力 




















資料 ４-１  決算審査意見書の基本構成 
 第１ 審査対象 
 第２ 審査手続 
 第３ 審査結果及び意見 
    審査結果、審査意見、定期監査の結果、財政運営上の意見など 
 第４ 決算概況 



























































合計 46 34 34 26 46 45 42 42 43 7 9 32 5 40 2 2 
比率(%) 98 72 72 55 98 96 89 89 91 15 19 68 11 85 4 4 
北海道 ● ● ● ● ● ● ● ● ●   ●  ●   
青森県 ●  ● ● ● ● ● ● ●     ●   
岩手県 ● ● ● ● ● ● ● ● ●   ●   ●   
宮城県 ●    ● ● ● ● ● ●    ●   
秋田県 ● ● ●  ● ● ● ● ●   ●  ●   
山形県 ●    ● ● ● ● ●   ●  ●   
福島県 ● ● ● ● ● ● ● ● ●   ●  ●   
茨城県 ● ●  ● ● ● ● ● ●  ● ●  ●   
栃木県 ● ● ●  ● ● ● ● ●   ●  ●   
群馬県 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●    
埼玉県 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  ●   
千葉県 ● ● ● ● ● ●      ●  ●   
東京都 ●  ●  ● ●      ● ●    
神奈川
県 
●    ● ● ● ● ● ●  ●  ●   
新潟県 ● ●   ● ● ● ● ●   ●  ●   
富山県 ● ● ●  ● ● ● ● ●     ●   
石川県 ● ● ● ● ● ● ● ● ●     ●   
福井県 ● ● ● ● ● ● ● ● ●     ●   
山梨県 ● ● ● ● ● ● ● ● ●    ●    
長野県 ●    ● ● ● ● ●   ●  ●   
岐阜県 ● ● ●  ● ●   ●  ●   ● ●  
静岡県 ● ● ● ● ● ● ● ● ●   ●  ●   

























































三重県 ● ● ● ● ● ● ● ● ●   ●  ●   
滋賀県 ●    ● ● ● ● ●   ●  ●   
京都府 ●    ● ● ● ● ●   ●  ●   
大阪府 ●   ● ● ● ● ● ● ●  ●  ●   
兵庫県 ●   ● ● ● ● ● ●     ●   
奈良県 ● ● ●  ● ● ● ● ●   ●  ●   
和歌山
県 
● ● ● ● ● ● ● ● ●   ●  ●   
鳥取県 ●    ● ● ● ● ●   ●  ●   
島根県      ● ● ● ●     ●   
岡山県 ● ● ● ● ●            
広島県 ● ● ● ● ●            
山口県 ● ● ● ● ● ● ● ● ●   ●  ●   
徳島県 ● ● ● ● ● ● ● ● ●   ●  ●   
香川県 ●    ● ● ● ● ●   ● ●    
愛媛県 ● ● ●  ● ● ● ● ●  ●   ●   
高知県 ● ● ●  ● ● ● ● ●   ●  ●   
福岡県 ● ● ● ● ● ● ● ● ●   ● ●    
佐賀県 ● ● ● ● ● ● ● ● ●  ● ●  ●   
長崎県 ● ● ●  ● ● ● ● ●     ●   
熊本県 ● ● ●  ● ● ● ● ●  ● ●  ● ●  
大分県 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  ●   
宮崎県 ● ● ● ● ● ● ● ● ●   ●  ●  ● 
鹿児島
県 
● ● ● ● ● ● ● ● ●   ●  ●  ● 


















































































































































図表 ４-10 標準的な審査結果の記載内容 
項目 内容 













































４-６、資料 ４-７、資料 ４-８、資料 ４-９を参照）。 
 
図表 ４-11 審査の主眼を修正している地方公共団体 
地方公共団体名 変更内容 
新 潟 （追加） 歳入は、予定されたとおり収納されているか 
静 岡 （追加） 財政は、健全に運営されているか 

















































































図表 ４-12 特徴的な審査対象となっている地方公共団体 
内容 地方公共団体 
 決算書の正確性のみ 岡山、広島 
 財務会計行為の適正のみ 島根 
  出所）筆者作成。 
 








































  出所）筆者作成。 










  出所）平成21年度 東京都各会計歳入歳出決算審査意見書（下線は筆者。） 
 



























図表 ４-14 決算審査における証拠の明示状況 
出所）筆者作成。 
15% 53% 32%














図表 ４-15 審査の規準を明示している地方公共団体 
内容 地方公共団体名 















  出所）平成21年度 栃木県歳入歳出決算審査意見書（下線は筆者。） 
 



























料 ４-19、資料 ４-20、資料 ４-21、資料 ４-22を参照）。 
図表 ４-16 審査意見における６つの類型 19） 
 除外事項あり（32都道府県） 除外事項なし（15県） 
適正（５都県）  東京ほか3県 ①  山梨  
おおむね適正（40道府県）  北海道ほか27府県 ②  宮城ほか11県 ③ 
※ 岡山、広島県は、適正性および除外事項に関する表示がなかったので、上記の表は 45 都道府
県の状況を示している。 
効率的（２県）  岐阜、熊本 ④  なし  





















































































































































資料 ４-23 監査報告書 （パナソニック） 
独立監査人の監査報告書 
平成22年５月６日 
  パナソニック株式会社 
    取締役会 御 中 
                   あずさ監査法人 
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                   指定社員 
                   業務執行社員 公認会計士 目加田 雅洋 
                   指定社員 
                   業務執行社員 公認会計士 近 藤  敬 
                   指定社員 









































図表 ４-18 監査報告書と決算審査意見書の構成要素の比較 
監査報告書（民間企業） 決算審査意見書（都道府県） 
No 項目 内容 有無 内 容 
1 表題 独立監査人の監査報告書 ○ 歳入歳出決算審査意見書 
2 宛先 取締役会 ○ 知事 
3 
導入区分 
財務諸表の範囲 ○  
4 二重責任の原則① 経営者の責任 × この点は、まったく言及されな
い。 5 二重責任の原則② 監査人の責任 × 
6 
概要区分 








































































































































































































































































図表 ５-１ 各都道府県の定期監査結果の概要 








北海道 38 レポート 全庁一括 1 ○ × ○ 529 
青森県 101 公報 所属単位 3 × × ○ 249 
岩手県 2 一覧表 全庁一括 1 × ○ ○ 298 
宮城県 27 公報 所属単位 4 × ○ ○ 299 
秋田県 9 公報 全庁一括 1 × × ○ 270 
山形県 11 公報 所属単位 3 × × ○ 225 
福島県 38 公報 所属単位 4 × × ○ 227 
茨城県 20 公報 所属単位 4 × × × 373 
栃木県 16 公報 所属単位 4 × × ○ 268 
群馬県 42 公報 所属単位 5 × × ○ 306 
埼玉県 22 公報 所属単位 4 ○ × ○ 582 
千葉県 14 レポート 所属単位 1 × × ○ 447 
東京都 71 レポート 部局単位 1 ○ ○ ○ 445 
神奈川県 88 レポート 所属単位 1 ○ × ○ 607 
新潟県 41 レポート 部局単位 1 × × ○ 370 
富山県 21 公報 所属単位 7 × × ○ 287 
石川県 22 公報 所属単位 10 × × ○ 238 
福井県 27 公報 所属単位 3 × ○ ○ 233 
山梨県 71 公報 所属単位 2 × × ○ 254 
長野県 45 レポート 所属単位 1 × ○ ○ 341 
岐阜県 21 公報 所属単位 5 × ○ ○ 352 
静岡県 49 公報 所属単位 5 × × ○ 466 
愛知県 53 レポート 所属単位 1 ○ ○ ○ 504 
三重県 109 レポート 所属単位 1 ○ × ○ 232 
滋賀県 22 公報 所属単位 4 × × ○ 227 
京都府 29 公報 所属単位 2 ○ ○ ○ 156 
兵庫県 74 レポート 所属単位 3 ○ ○ ○ 298 
奈良県 27 レポート 所属単位 2 ○ ○ ○ 295 
和歌山県 33 公報 所属単位 8 × × ○ 116 
鳥取県 26 レポート 所属単位 1 × × ○ 206 
島根県 14 レポート 所属単位 1 × ○ ○ 150 
岡山県 29 公報 所属単位 1 × × ○ 142 
広島県 145 レポート 所属単位 8 × ○ ○ 96 
山口県 15 公報 所属単位 2 × × × 234 
徳島県 22 公報 所属単位 3 × × △ 228 
香川県 29 公報 所属単位 16 × × △ 173 
愛媛県 16 レポート 所属単位 1 × ○ ○ 230 
高知県 28 レポート 所属単位 1 × × × 238 
福岡県 27 公報 所属単位 7 ○ ○ ○ 396 
佐賀県 91 レポート 所属単位 2 ○ × ○ 218 
長崎県 40 レポート 所属単位 2 ○ ○ ○ 247 
熊本県 21 公報 所属単位 7 × × ○ 303 
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大分県 23 公報 所属単位 4 × ○ ○ 275 
宮崎県 57 レポート 所属単位 3 × × ○ 254 
鹿児島県 15 公報 所属単位 2 ○ ○ ○ 345 
沖縄県 32 レポート 所属単位 1 × ○ ○ 325 














図表 ５-２ 各都道県における指摘等の定義 














































埼玉県 【指摘】 【注意】  
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都道県名 指摘 指導 その他 






























































































































資料 ５-１ 指摘事項という表現を用いない監査結果の記載例（三重県） 
(3) 人件費 
事務処理上不適切な事案が見受けられたので、留意のうえ、今後、適正な事務処理に努められたい。 
箇 所 名 内 容 
情報化・統計分野 (1) 通勤手当の事後確認の書類が添付されていなかった。 
 (2) 報酬の支払いにおいて、月末払いのところを誤って25 日
払いとしたことにより歳出戻入を行っていた。 
東紀州対策局 (3) 報酬の二重払いにより歳出戻入を行っていた。 






































図表 ５-３ 図表 ５-２中の各都道府県における定期監査結果の類型化 
      有無 
整理軸 






























      有無 
整理軸 

























順位 指摘 指導 その他 




249 70 89 7 0.67 15 42% 54% 4% 
岩手県 指摘 298 63 0 0 0.21 34 100% 0% 0% 
宮城県 指摘 229 33 0 0 0.11 39 100% 0% 0% 
秋田県 改善すべき事項 270 73 0 0 0.27 29 100% 0% 0% 
山形県 指摘、注意 225 29 31 0 0.27 30 48% 52% 0% 
福島県 指摘、指導 227 16 154 0 0.75 12 9% 91% 0% 
茨城県 指摘、注意 373 5 15 0 0.05 44 25% 75% 0% 
栃木県 指摘 268 29 0 0 0.11 41 100% 0% 0% 
群馬県 指摘、注意、検討 319 11 22 6 0.12 38 28% 56% 15% 
埼玉県 指摘、注意 582 4 39 0 0.07 43 9% 91% 0% 
千葉県 指摘、注意、意見 447 5 45 228 0.62 16 2% 16% 82% 
東京都 指摘、意見・要望 445 46 4 0 0.11 40 92% 8% 0% 
神奈川
県 
指導、留意、要望 607 147 33 0 0.30 27 82% 18% 0% 
新潟県 指摘、注意 370 48 212 0 0.70 14 18% 82% 0% 
富山県 指摘、注意 287 7 45 0 0.18 37 13% 87% 0% 
石川県 （区分なし） 238 4 0 0 0.02 46 100% 0% 0% 




254 1 212 60 1.07 10 0% 78% 22% 








466 52 184 42 0.60 20 19% 66% 15% 
愛知県 指摘、指導 504 28 81 0 0.22 33 26% 74% 0% 
三重県 （区分なし） 232 142 0 0 0.61 17 100% 0% 0% 
滋賀県 指摘、指導 227 59 174 29 1.15 9 23% 66% 11% 
京都府 指摘、注意 156 15 59 0 0.47 24 20% 80% 0% 
兵庫県 指摘 298 148 0 0 0.50 22 100% 0% 0% 
奈良県 指摘、注意、意見 295 17 48 15 0.27 28 21% 60% 19% 
和歌山
県 
指摘、注意、検討 116 1 209 24 2.02 5 0% 89% 10% 
鳥取県 指摘、注意 206 18 702 0 3.50 1 3% 98% 0% 
島根県 指摘、指示 150 7 334 0 2.27 2 2% 98% 0% 
















順位 指摘 指導 その他 
広島県 指摘、意見、付記 96 130 44 38 2.21 3 61% 21% 18% 
















238 39 277 45 1.52 7 11% 77% 12% 




218 11 299 10 1.47 8 3% 93% 3% 
長崎県 指摘、指導、意見 247 97 119 12 0.92 11 43% 52% 5% 
熊本県 指摘 303 64 0 0 0.21 35 100% 0% 0% 
大分県 指摘、注意 275 15 151 0 0.60 18 9% 91% 0% 
宮崎県 指摘、注意、要望 254 63 87 3 0.60 19 41% 57% 2% 
鹿児島
県 
指摘、文書注意 345 5 66 0 0.21 36 7% 93% 0% 
沖縄県 指摘 325 77 0 0 0.24 31 100% 0% 0% 









図表 ５-５ 指摘の具体的基準（鳥取県） 
区分 項目 指摘の具体的基準 
１ 予算 ○予算執行の不適正 ○予算を目的外に使用しているもの 
 ・重大なもの又は著しいもの 
















区分 項目 指摘の具体的基準 



























  ・６か月以上の遅延 
（２）提出期限の定めがないもので既に事業着手している単県
事業 
  ・６か月以上の遅延 
（３）提出期限の定めがないもので既に事業完了している単県
事業 
  ・６か月以上の遅延 
○交付決定が遅延しているもの 
  ・６か月以上の遅延 
○実績報告書の受理が遅延しているもの 
  ・６か月以上の遅延 
○額の確定が遅延しているもの 









  ・著しいもの 
○管理が適正でないもの 
（１）郵券の年度末残高が年間使用額の２倍以上 
  ・年度末残高100万円以上 
（２）管理の事務手続きが適正でないもの 
















































図表 ５-６ 歳入・歳出等の区分別の指摘等の事項数 
都道府県名称 歳入 歳出 財産 その他 合計 最頻出区分※ 
北海道 14 265 25 77 381 歳出 
青森県 59 69 33 5 166 歳出 
岩手県 21 39 1 2 63 歳出 
宮城県 25 3 0 5 33 歳入 
秋田県 65 7 1 0 73 歳入 
山形県 9 35 11 5 60 歳出 
福島県 23 128 13 6 170 歳出 
茨城県 7 7 4 2 20 歳入・歳出 
栃木県 0 29 0 0 29 歳出 
群馬県 14 21 2 2 39 歳出 
埼玉県 1 29 5 8 43 歳入 
千葉県 21 14 9 6 50 歳入 
東京都 16 16 0 18 50 その他 
神奈川県 31 102 29 18 180 歳出 
新潟県 87 71 18 84 260 歳入 
富山県 7 20 0 25 52 その他 
石川県 1 1 1 1 4 ‐ 
福井県 24 316 75 76 491 歳出 
山梨県 72 90 108 3 273 財産 
長野県 8 20 2 0 30 歳出 
岐阜県 51 68 31 57 207 歳出 
静岡県 41 80 27 130 278 その他 
愛知県 7 60 12 30 109 歳出 
三重県 23 61 24 34 142 歳出 
滋賀県 61 147 24 30 262 歳出 
京都府 4 46 12 12 74 歳出 
兵庫県 64 34 29 21 148 歳入 
奈良県 29 23 12 16 80 歳入 
和歌山県 88 86 51 9 234 歳入 
鳥取県 197 358 158 7 720 歳出 
 104 
 
都道府県名称 歳入 歳出 財産 その他 合計 最頻出区分※ 
島根県 67 231 43 0 341 歳出 
岡山県 22 14 6 3 45 歳入 
広島県 43 78 42 49 212 歳出 
山口県 33 46 5 6 90 歳出 
徳島県 38 12 4 0 54 歳入 
香川県 19 50 23 11 103 歳出 
愛媛県 90 227 45 87 449 歳出 
高知県 34 250 26 51 361 歳出 
福岡県 18 2 0 1 21 歳入 
佐賀県 77 99 126 18 320 財産 
長崎県 73 46 83 26 228 財産 
熊本県 11 19 7 27 64 その他 
大分県 23 79 43 21 166 歳出 
宮崎県 37 94 12 10 153 歳出 
鹿児島県 21 27 3 20 71 歳出 
沖縄県 20 46 6 5 77 歳出 








（内容）  ・Ｈ21年度収入未済額 
       現年度分 3,067,580,116円 
       過年度分 5,700,994,581円 
       合  計 8,768,574,697円 
      ・Ｈ20年度収入未済額 
       現年度分 3,170,285,635円 
       過年度分 4,997,142,850円 
       合  計 8,167,428,485円 
出所）宮城県・平成22年９月21日宮城県監査委員告示第９号 
 
資料 ５-３ 検査手続に関する指摘の典型例（愛知県） 
指摘事項 愛知芸術文化センター愛知県図書館  
 清掃業務の委託において、次のとおり監督・完了検査等の手続に不備が見受けられた。  







出所）愛知県・平成22監査年度 定期監査の結果に関する報告 15頁。 
 


















出所）佐賀県・定期監査結果報告書 平成22監査年度第１回 18頁。 
 






































図表 ５-７ 指摘金額の最低金額 
都道府県名称 指摘等の金額表示 指摘最低金額 指導最低金額 指摘金額 
北海道 ○ ¥3,200 - ¥3,200 
宮城県 × ¥3,445 - ¥3,445 
福島県 ○ ¥8,000 ¥10,500 ¥8,000 
群馬県 × ¥324,640 ¥1,192 ¥1,192 
千葉県 × ¥12,774 -   ¥12,774 
神奈川県 ○ -   ¥32 ¥32 
山梨県 ○ -   ¥800 ¥800 
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都道府県名称 指摘等の金額表示 指摘最低金額 指導最低金額 指摘金額 
長野県 ○ ¥1,131,297 ¥89 ¥89 
愛知県 ○ -   ¥3,717 ¥3,717 
滋賀県 × ¥118,800 -   ¥118,800 
兵庫県 × ¥50,085 -   ¥50,085 
奈良県 ○ ¥66,940 ¥1,260 ¥1,260 
和歌山県 ○ -   ¥880 ¥880 
島根県 × ¥4,912 -   ¥4,912 
佐賀県 ○ ¥10,000 -   ¥10,000 






































































図表 ５-８ 既知の誤謬、最も見込みのある誤謬、可能な誤謬の関係 
出所）石原俊彦『石原俊彦『監査意見形成の基礎 監査保証論の展開』中

























資料 ５-11 不経済支出に認定した事例（東京都） 
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図表 ５-11  重要性ガイドライン 
基礎となる合計値 重要性の計算値 
                 ～＄100,000             $0 または    ５% 
      ＄100,000～     $1,000,000         $5,000 または    ４% 
     $1,000,000～     $5,000,000        $41,000 または    ３% 
     $5,000,000～    $10,000,000       $161,000 または   2.5% 
    $10,000,000～    $50,000,000       $286,000 または    ２% 
    $50,000,000～ $1,000,000,000     $1,086,000 または    １% 
 $1,000,000,000～     $1,586,000 または   0.5% 
出所）Raman, K. and D. R. Van, “Materiality in Government Auditing”, Journal  
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図表 ６-２ わが国における監査証拠研究の展開 


























































は「合理的な疑いを入れない程度の証明(proof beyond reasonable doubt)」が必要とされ、
刑事訴訟の方がより高度な証明が必要とされている27）。刑事訴訟の場合、近代刑事法の大
原則である「疑わしきは被告人の利益に」の原則、や無罪推定の原則が背景にあるために、





































図表 ６-４ 各分野における証拠の比較 




































証拠の利害性 なし 直接的 直接的 
出所）Mautz R. K. and H. A. Sharaf, The Philosophy of Auditing ,American Accounting Asso
















































































































 三元的証拠入手法(Triangulation of Audit Evidence)とは、複合的なアプローチを用い
て複合的な源泉から証拠を入手し統合することであり、ＫＰＭＧが採用している監査手法
に基づいて提示された概念である44）。この概念は、「企業を取り巻く事業状況」(Entity 
Business States :ＥＢＳ) を起点に、それが「経営者が設定した情報処理媒体」(Manage
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-ment Information Intermediaries: ＭＩＩ)を経て、最終的に「事業活動に関する経営者











































図表 ６-６ 公開会社の財務報告プロセス 
 
出所）Bell, T. B., M. E. Peecher and I. Solomon., The 21st Century Public Company Audit : 
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などの事案では､「明白かつ説得的な証明（clear and convincing proof）」という中
間的な証明の程度も設定されている。 
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 これに対して英国では地方公共団体の内部監査部門に内部監査責任者（Head of Intern
al Audit：ＨＩＡ）という幹部職員が監査機構に設置され、内部監査の監査戦略および監
査計画を立案し、年次監査意見（annual audit report)を作成し、表明している。 
 本章では、英国勅許公共財務会計協会（Chartered Institute of Public Finance and 



















 一般的に認知されている内部統制の定義は、図表 ７-１のとおりである 8)。1949年の米




 1992年には米国トレッドウェイ委員会組織委員会（The Committee of Sponsoring Or-






































 この点、英国勅許内部監査人協会（Chartered Institute of Internal Auditors：ＣＩ
ＩＡ）のニコルソン氏13)から、「３つの防衛線モデル」という概念について説明があった
ので紹介をする。同モデルは、欧州内部監査人協会連合（European Confederation of 
Institutes of Internal Auditing：ＥＣＩＩＡ）および欧州リスク・マネジメント協会連
合（Federation of European Risk Management Associations:ＦＥＲＭＡ）が、欧州会社
法指令の解説（Guidance）として公表し、英国勅許会計士協会（Association of Chartered 
























 ＣＩＰＦＡは、ＨＩＡ意見書に先立ち、財務管理責任者（Chief Finance officer：ＣＦ










図表 ７-２ ３つの防衛線モデル 
 
出所）FERMA ,Guidance on the 8th EU Company Law Directive article 








図表 ７-３ ＨＩＡの５原則 







































































































































図表 ７-４ 地方自治法における監査機構の変遷 





















昭和23年  書記の任免権を明確化 
昭和27年 識見監査委員の常勤制の導入  





昭和49年 識見監査委員の任期延長（３年→４年）  










































0/13 ① 9/12 ② 3/7 ③ 0/14 ④ 0/12 ⑤ 
× ○ △ × × 
役割 
3/6 ⑥ 2/12 ⑦ 2/3 ⑧ 0/9 ⑨ - 
△ × ○ × - 
個人 
0/4 ⑩ 2/7 ⑪ 3/5 ⑫ 2/11 ⑬ 1/8 ⑭ 
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図表 ８-１ 内部監査と外部監査の区別 
 
誰のために（目的） 





   Ａ型 内部監査 
例）内部監査人監査 
監査委員事務局 





   Ｂ型 内部監査の外在化 
例）内部監査の外部委託 
監査委員事務局業務の外部委託 














































図表 ８-２ 日米英における地方公共団体における外部監査・内部監査 
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<CIPFA etc.> － 
 出所）筆者作成。 













































































































































































図表 ８-５ 日米における監査基準の策定主体に関する沿革 
年 米国 日本 
1938年 McKesson&Robiins事件  
1941年 『財務諸表規則』に監査基準の用語が誕生  





1974年 コーエン委員会  
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国勅許公共財務会計協会（Chartered Institute of Public Finance and Accountancy :
ＣＩＰＦＡ）や英国勅許内部監査人協会（Chartered Institute of Internal Auditors：
ＣＩＩＡ）といった会計専門職団体が主導する形で内部統制・内部監査の体制整備は進
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図表 10-２ 監査リスクモデルと本論文の関係 
出所）筆者作成 
監査リスクモデル
IR × DR × CR ＝ AR
















































































































図表 10-３ 本論文の分析視角 
 
第１章 第２章 第３章 第４章 第５章 第６章 第７章 第８章 第９章 第 10
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主 題 














日本 ◎ ◎ ○ ◎ ◎ ○ ○ ○ ○ ◎ 
英国       ◎ ◎  ○ 
法律・制度  ◎  ○    ○  ◎ 
理論 
組織  ○        ○ 
実施 ○ ○ ○  ◎     ◎ 
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